
資料Ⅰ 

斗 ブ ユ。 井本章章 ヰ田内 口口耳 よ日 ] 方 Ⅰ三 山市Ⅲ 杏 早 米 



食の安全とリスクコミュニケーション 

厚生労働科学研究を 通じて 

順天堂大学医学部 

公衆衛生学教室 

丸井英こ 

食物アレルギーから 
リスクコミュニケーション ヘ 

・平成 13 ～ W4 年度厚生労働科学研究費 

一 「食物 ァ レルギ一の食品表示の 研究」 

・平成 ¥M 羊 

一 " 食品の表示制度に 関する懇談会 " 

-8 月 ( 中間とりまとめ ) 

・平成 W4 年 12 月～現在 
一 " 食品の表示に 関する共同会議 " 

・平成 15 ～ W6 年度厚生労働科学研究費 

- 「食のリスクコミュニケ ハ ン ョン に関する研究」 
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てき 仁 問題点                                             わ れ 

・リスク管理が 一元化されていない 

・表示に関する 法律が入り組んでいる 
・用語の統一ができていない 

- 賞味期限、 品質保持期限 

- 消費期限 

・消費者のほしい 情報が得られていない 

一 製造年月日、 産地の表示など 

・トレーサビリティが 不十分 

一 消費者に開示されていない 

一生産・流通が 不透明 
一 BSE( 狂牛病 ) の発生とその 措置 

・企業倫理が 十分でな い 

一 偽装表示事件の 発生・再発 

「食品分野 食品由来の健康被害に 関する研究 食 
品 表示が与える 社会的影響とその 対策及び国際比 
較に対する研究」 ( 食品表示研究班 ) 

[ アレルギ一表示 

置 ・教育媒体開発・ 調査 

Ⅰ食品表示国際比較研究 
米国及び EV ( 英 ・ベルギー・ 仏 ) 調査 ( 平成 13 年度 ) 

[ 食品行政機構国際比較研究 
米国及び EU ( 英 ・ベルギー・ 仏 ) 調査 ( 平成 13 年度 ) 

[ 検知法の開発 

特定原材料 5 品目 
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アレルギ一表示検討会 
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特定原材料等の 指定 

■特定原材料 ( 省令に よ る規定 ) 

卵 、 乳、 小麦、 そは 、 落花生 

■特定原材料に 準じる ( 通知に よ る規定 ) 
  

あ わび、 い か、 いくら、 えび、 オレンジ、 

かに、 キウィフルーツ、 牛肉、 くるみ、 

さけ、 さぽ 、 大豆、 鶏肉、 豚肉、 まったけ、 

ちも、 やまいも、 りんご、 ゼラチン、 バナ プ 
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アレルギ一物質の 量的誘発性 

表示が必要なのは、 数 u,e /m] 濃度レベルまた 
は数 ue /g 含有レベル以上の 特定原材料等の 総 

タンパク室を 含有する食品 

アレルギー症状を 誘発する抗原 且に 関しては、 俺 タンパク 
且 として一般的には mg /m l 濃度 ( 立物負荷試験にお 
ける溶液 m l 中の里 且 ) レベルでは確実に 誘発しうるとい 
えるが・ U E /m l 錠 度 レベルではアレルギ 一の誘発に 
は佃人差があ り・ n g /m @ 濃度レベルではほ ほ 誘発し 
ないであ ろうときえられる。 

食品中に含まれる 特定原材料等の 総タンパクⅠが、 教 U S 
/m l 濃度レベルまたは 枚 Ⅲ B /g 含有レベルに 済 たな 
い れ会 は 、 表示は必ずしも 必要としないと 考えられる。 

コンタミネーション ( 微量混合 ) への対処 

あ る特定原材料等 A を用いて食品 B を製造した製 
造さ イ ン ( 機械、 器具等 ) で、 次に特定原材料等 
A を使用しない 別の食品 C を製造する場合、 製造 
さ イ ンを洗浄したにもかかねら す 、 その特定原材 
料等 A が混入してしまう 場合。 

且 
l 混入しない 様 十分ラインを 洗浄することか 望ましい。 l 

「入っているかもしれない 

(May  contain) 」表示は禁止 
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1 ス と ハザード 

・リスクは ( 統計的 ) 期待値 
・リスク 二 危害の大きさ (H)X 起こる確率 (P) 

- 危害を引き起こす 因子 づ 「ハザード」 

・リスクのコントロール 

ーハザードをⅡⅩさくする 

・モノの管理 

- 起こる確率を 小さくする 
・環境と個人、 そして 食 行動、 リスクの分散 

アレルギ一食品の 表示 

・「モノ」と「ひと」との 関わりで発生する 
一一般の人びとにとっては、 食品自体がよいタンパク 栄養源と 

なる 

一食品そのものが 汚染されている ( 悪い ) わ けではない 
一 「誰が食べるか」が 問題 ! 

・アレルギ一発症の 個人 ; 章 
一「種類」の 違い 

・特定原材料 : 卵 、 乳、 小麦，そば、 落花生 
・その他、 19(20 になる予定 ) 原材料 

一発症にいたる「 量 」の違い 

- 同一個人について 体調に よ る違 い 

・アレルギーを 誘発するタンパウ 量の検知が必要 
- 可能性表ホ (maycontain) は認めない 

・依然として 明確でないアレルギ 一発症メカニズム 
一 何を頼りにしたらいいのか 
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リスクコミュニケーションの 限界 

・「食品表示」はリスクコミュニケーションの、 ソールの ひ 
と っ 

・伝えられること、 伝えられないこと 
- 書かれた情報以外のコミュニケーション 

- いかに双方向を 保障するか ? 

・個人と社会 
- 個人的選択 

， 食べもの 

一社会的受容・ 合意 
・原子力発電など 
・遺伝子組み 換え食品を認めるか 否か 
・社会に流通させる 是非は社会的 ? 

「行政のリスクコミュニケーション」 

を 考えるために 

・リスクコミュニケーションの 第一ステ ツフ として 
一正しく情報を 伝える : 誤解を生じないように 
一 単なる伝達ではない 
一 誌に、 誰が ? 

一 フィードバ、 ソク を保障する 

・ " リスクコミュニケーシヨン " 研究班 

- 平成 15 、 16 年度厚生労働省科学研究費 

・「 食と メディアの研究会」報告 
- " キンメダイ報道 " を契機として 
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平成Ⅰ 5 年 6 月 3 日 

水銀を含有する 魚介類等の技 良に 典する注意事項 

薬草・食品衛生蕃講会食品衛生分科会 

礼内水産食品・ 毒性合同部会 

多くの魚介類等が 倣 五の水銀を含有しているが、 一般に低レベルで 人の健康に危害を 及ぼす レ 

ベルではない。 魚介類等 は 、 良文なたんぱく 甘を多く含み、 飽和脂肪 酸が 少なく，不撲和脂肪 酸が 
多く含まれ、 また、 描且 栄養素の摂取 辣 であ る等、 臆要 な食材であ る。 

しかし、 一部の魚介類等では 食拐通 損じより 菩祝 することにより ，人の健康、 特に胎児に影 % を 

及ぼす恐れがあ る高いレベルの 水銀を含有している。 

このため、 妊娠している 方又はその可能性のあ る方ついては ，魚介類等の 摂食について ，次のこ 
とに注意することが 望ましい。 

これまで収集されたチータから、 バンドウイルカについては、 ] 回 60-809 として 2 ケ 月に ] 回 以下・ 
ソ チクジラ、 コビレゴンドウ ，マッコウクジラ 及びサメ ( 筋肉 ) については， ] 回 60 ～ 809 として迫に ] 

回 以下にすることが 望ましい。 

また、 メカ ジキ ，キンメダイについては ， ] 回 60 ～ S09 として迫に 2 回以下にすることが 望ましい。 

なお、 妊娠している 方等を除く方々はすべての 魚種等について、 妊娠している 方等にあ っても 上 

記の魚種等を 除き、 現段 偕 では水根による 健 庫への 悪 杉田が一般に 接合されるようなチータはな 
い。 ぬ介類等は一般に 人の健席に有益であ り、 本日の注ま車 項が 魚介類等の摂食の 漱 少 につな     

地方自治 体向け 文者向け 国民・マスメチ 7 向け 4 

今回の究まのタイ ぎノヴ はヨ切 か 

発表者は適任であ るか 

脩報 の 笛理 者がいるか ( 間合せ先の明Ⅱ ) 

甘 荻の出し方 
資材 ( 審珪 今出典文材、 巨を笘 ) が荻 付されているか 

新しい 柑印 の 迫ぬ 報告休刊について ヰ かれているか 

作成および改訂 臼が ㏄ tt されている；   

収集された 桔租が 出されているか 

7/14 
ア
 



形ワの 五ぷ乾田 ( 火 ) 

リスクとなるものの 摂食され 

これまで行政がとった 村あ 策 
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わかりやすさ 

表現 

コり さ 

わかりやすい 表現で 古 かれているか 

用塘は執一 されているか 

法令用栢は使わないで 宙 かれているか   使用するり合はれ 明があ るか   
    

専門用括は使わないで 古 かれているか．使用するれ 合は環 明 があ るか 

臼技や放字 で表現しているか 

クイト @U@ 田切か   I  I 

文の長さは連句 か 

r 初めて l の 使い方は a り か 

r 竹 J0 便 い 方は寸切か 

あ いまいな表現 ( 則 n ヨ ・形容伺の使用 ) になっていないか 

食物アレルギ 一表示問題で 学んだ 
リスクコミュニケーションへの 道 
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リスクコミュニケーションの 第一ステ、 ソフ 

- 正しく情報を 伝えるために - 

はじめ ( こ 

リスクコミュニケーションは、 参加者の正しい 共通の正しい 知識に基づき、 情報の相互 発 ・受信 

の場、 意見交換がなされ、 リスクに対する 対処などに関して 合意形成がなされていくプロセス と考 

えられる。 そのためには、 まず第一に、 参加者が正しい 知識を共有することが 必要不可欠であ る。 

知識の共有は、 最初に発信される「正しい 情報」が広範囲にわたり 「正しく伝達」され、 そして 

「正しく認知」されることから 始まる。 そのため、 今回の研究では、 「正しく伝達」されることを 

テーマとし、 そのあ り方を検討することとなった。 

食に関する情報 ( 警告 ) の最初の発信は、 その監督官庁 ( 食品安全委員会、 厚生労働省、 農林水 

産着 ) にあ る。 しかし、 私たち国民は 監督官庁から 直接ではなくメディアを 通じて警告に 関する情 

報を得ている 現状であ る。 現在のシステムのでは、 監督官庁からの 情報が「正しく 伝達」され、 メ 

ディアから「正しい 情報」として「正しく 伝達される」ことが 重要と考えられる。 今回は、 現在の 

システムを双提として、 主として監督官庁であ る厚生労働省からの 情報発信を想定し「正しく 情報 

を伝えるためのあ り方」について 検討を行い、 情報 ( 警告 ) 伝達における 必要項目を抽出するに 至 

っ たので報告する。 

" め @- 
胃ネ、 

平成 15 年 6 月 3 日に薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会礼内水産食品，毒性合同部会開催さ 

れ、 魚介類に含まれる 水銀に関する 安全確保の審議がなされた。 同日その結果が、 厚生労働省医薬 

局 食品保健部基準 課 より、 「楽事・食品衛生審議会食品衛生分科会礼内水産食品・ 毒性合同部会の 

検討結果概要等について」として、 また同分科会合同部会および 厚生労働省 名 により「水銀を 含有 

する魚介類等の 摂食に関する 注意事項」が 公表された。 これを受けて、 当日 NHK ニュース 7 での 

約 2 分 30 秒間にわたる 報道を皮切りに、 10 日間にわたり 36 本のテレビ番組、 また四大紙を 中心 

とした新聞報道では 22 の記事が掲載された。 これにより、 対象となった 魚介類の一部であ る高級 

魚 「キンメダイ」の 消費者の購買行動抑制と 価格の下落が 起き、 風評被害が発生したと 考えられた。 

そのため厚生労働省は 注意事項についての 正確な理解を 目的として、 6 月 13 日「 F 水銀を含有する 

魚介類等の摂食に 関する注意事項 出に ついて (Q&A) 」を作成し、 厚生労働省医薬局食品保健部 基 

準 課長名において 公表し、 母子保健関係部局、 水産庁、 各都道府県及び 関係団体に対して 送付した。 

追ってこの Q&A が厚生労働省ホームページ ヘ 掲載された。 しかし、 13 日以降も引き 続きテレビ (1 

1 番組 ) および新聞 (1 4 記事 ) によって取り 上げられ、 新聞においては 四ケ月 後の 10 月までこ 

れに関する記事が 見られた。 ( 以下「キンメダイ 事例」 とする ) 

その後平成 15 年 9 月 4 日に食品安全委員会より「サウ ロ パス・アンドロ ジ ナス ( いわゆるアマ 

メ シバ ) 」に対する食品健康影響評価結果が 厚生労働大臣宛て 通知され、 翌 5 日楽事・食品審議会 

より厚生労働大臣にアマ メ シバに対する 販売禁止について 答申がなされた。 そして 12 日に食品 衛 

坐法に基づき 官報に販売禁止に 関する告示がなされ、 その効力が発生した。 同日都道府県知事、 保 
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健 所設置市長、 特別 E 長 宛てに、 食品安全部長名による 通達が行われた。 同時に「『サウ ロ パス・ 

アンドロ ジ ナス ( 別名アマ メ シバ ) を含む粉末 剤 、 錠剤等の剤型の 加工食品の販売禁止 刀の Q&A 」 

が出された。 そして厚生労働省医薬食品 局 基準審査 課 新開発食品保健対策室より 販売禁止について 

の 食品衛生法第 2 9 条の 2 の 2 に基づく意見募集がなされた。 ( 以下「アマ メ シバ事例」とする ) 

この 2 事例の経験から、 最初の情報発信側であ る厚生労働省 ( 政府 ) にリスクコミュニケーショ 

ンの 第一ステップとして「正しく 情報を伝える」重要性が 認識された。 

一方、 厚生労働科学研究班においても、 事例分析の必要性を 認めたため、 情報伝達のあ り方につ 

い ての検討を開始することとし、 その場として「 食と メディアの研究会」を 設置した。 

「 食と メディアの研究会」概要 

研究会の構成メンバーは、 メデイア関係者 4 名、 研究者 4 名の 8 名であ る。 メデイア関係者は、 

これまで十年以上にわたるキャリアを 持ち「キンメダイ 事例」および「アマ メ シバ事例」において 

直接報道を担当した 者ではない。 研究者の背景では、 社会学、 栄養学、 疫学、 リスク 学 、 環境工学、 

公衆衛生学などの 造詣に深い者であ る。 また、 研究会運営期間中の 食に関する情報を 検討材料とす 

るため、 その情報の最初の 発信 源 であ る厚生労働省からその 担当者に出席してもら ぅ こととした。 

研究会の役割は、 をテーマとして、 生産・加工業者 ( 作る ) 、 消費者 ( 食べる ) 、 流通販売者 ( 売 

る ) 側に対するマスメディアのあ り方について 検討することであ り、 具体的には以下の 4 点であ る。 

・研究会の設置中に 起こる食に関する 報道について、 資料を収集する 

・資料に よ る現状把握を 行い、 問題点が見出された 場合において 指摘する 

・報道のための「表現」について 検討し、 まとめる 

  マスメディアの 現状を分析し、 改善のための 提言をまとめる 

チェックリスト 利用に関して 

チェ ツクリストは 、 大きくはその 情報の 1) 出し方と 2) 内容の 2 領域があ り、 2) 内容につい 

ては 2) 一 1 伝達 順と 2) 一 2 文章表現に分類される。 また、 情報伝達の対象を 、 ①通知を想定し 

た「地方自治体向け」 、 ② Q&A を想定した「業者向け」 、 ③会見などを 想定した「国民・マスメデ 

ィア向け」の 3 つぼ分類した。 しかし、 それぞれ 3 つの対象について 具体的な媒体の 議論は十分で 

はなかったため、 今後の検討課題となる。 また、 使用の際には 大項目であ る 1) 2) 両方が、 2) 

においては 2) 一 1, 2 両方をチェックしなければならない。 しかし、 1) および、 2) 一 1, 2 の 

下位項目については、 事例を検討した 結果、 すべてがチェック 対象項目となるわけではないと 判断 

できた。 利用に応じたチェック 対象下位項目を 明確にする必要があ り、 利用の分類、 それに対応す 

るチェック対象下位項目を 今後検討しなければならい。 

1) 出し方 

7 項目からなっている。 

( 発表のタイミング )  キンメダイ事例とアマ メ シバ事例を見ると、 「通知」とその 通知内容が詳細に 理 

解 できる媒体として 位置づけられる「 Q&A 」が出されたタイミンバが 異なっている。 「 Q&A 」 

はその名称からは、 テーマについて 実際の質問が 収集されて作成されるものと 考えられ、 キン メダ   

イ 事例においては 実際そうであ った。 しかし、 牛 せき往事例については 想定される質問をあ らかじ 

め設定し作成していたため 通知と同時に 発表することができた。 審議会の結果によっては「 Q&A 」 

は世に出ることがなかったが、 リスク管理として、 あ らかじめ想定し 体制を整え準備をすることに 
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よってタイミングを 逃すことを避けられる。 

( 適切な発表者 ) それぞれの事例において 通達を出した 側の社会的地位が 異なっている。 キンメダ 

イ事例では、 厚生労働大臣のコメントの 映像が多く見受けろ、 その映像から 重大性を過剰に 認識し 

た 可能性も否定できない。 そのため発表者に 配慮する必要があ る。 

( 情報の管理者 ) 問い合わせ先が 記載されていない 場合などに、 記載されている ( 発信されている ) 

内容について 理解不十分によって 生じると予測できる 疑問や不安について 対応不可能であ る場合 

に、 パニックが引き 起こされる可能性が 生じる。 そのため情報管理者を 明言する必要があ る。 

( 資料添付 ) 記載されている 出典資料名などを 別のサイトなどから 検索していくには 不便があ り、 

また検索できない 場合も予測できる。 そのため、 資料の添付が 必要であ る。 

( 追加体制・作成および 改訂 日 ) 「 Q&A 」があ らかじめ想定された 質問によって 構成された場合 ( 牛 

せき往事例 ) は、 よりリニュー アル の必要性が発生することが 予測 t れる。 そのため情報の 作成 ( 改 

訂 ) された日の記載がされていなければならない。 またリニューアル 体制についてもあ らかじめ明 

記されていると 継続して情報を 収集されやすいと 予測できる。 

( 収集された情報 )  リスク情報はほ 、 さず伝達されるのが 前提であ る。 そのため発信の 直前に、 これ 

まで収集し得られている 正しい確かな 情報が内容のなかにすべて 記載されているかチェックしな 

ければならない。 

2) 一 ] 内容 : 伝達 順 

「伝達 順 」は 、 人が容易に情報を 正しく認、 試 し知識として 身につけていくプロセスとして、 必要項 

目 8 項目とその順番が 見出された。 それは、 「導入」 づ 「根拠」 づ 「影響の及ぶ 範囲 ( 火 ) 」 づ 「 原 

因 物質」 づ 「対象 ( 物 ) 」 づ 「暴露状況」 づ 「健康被害」 づ 「アクション」であ る。 8 つの項目に 

はそれぞれ小項目があ る。 

( 導入 ) キンメダイ事例ではその 摂食に注意が 必要とされたのは「妊娠中またはその 可能，性があ る 

女性」であ った。 事例によっては 対象が限定される 場合があ り、 対処すべき人々が 誰であ るのかを 

明確にする必要があ る。 Q&A は内容量が多く、 すべて読破するにも 負担感が否めない。 そのため 

問題の全体像を 短時間に把握できる よう にするために、 サマリ一の記載が 必要と考えた。 

( 根拠 ) キンメダイ事例は、 通知発表直後にはデータが 示されておらず、 アクセスが困難状況であ 

った。 ・動物実験のデータであ っても、 データを示しその 出典や説明をすることで 信頼が得られると 

考えられる。 

( 影響の及 ぶ 範囲 ) キンメダイ事例など 海外での状況報告があ ったにも関わらず 暖味 な情報伝達で 

あ った。 牛 せき往事例については 海外の状況は 報告されていた。 日本語以外で 情報収集をすること 

ができる能力があ る国民の割合も 多くはないと 想像でき、 他国での状況をも 報告する必要があ る。 

また、 牛 せき 往 事例では日本全国にその 影響が及んでいたが、 販売地域が限定されていたり、 事例 

によっては影響が 及ぶ範囲が限定される 可能性があ る。 

( 原因物質 ) キンメダイ事例においてはハザードとなるものは 水銀であ った。 過去における 水銀で 

の健康被害では 水俣病が思い 出され、 テレビ報道でも 水俣病の映像が 多く利用されていた。 しかし、 

今回のキンメダイ 事例での注意が 必要とされる 水銀量は水俣病の 事例とは異なるものであ った。 そ 

のため、 同類の問題との 比較が必要であ る。 

( 対象 物 ) キンメダイ事例では 対象 物が 魚類を特定して 初めて報道された。 牛 せき往事例では、 それ 

が使用されている 食品の形態をすべて 列挙することはその 種類の多さから 不可能であ ったが、 特に 

人が不安を抱くと 予測できた食品。 については Q&A で対応していた。 食品は医薬品と 異なり、 どこ 
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まで製品名を 特定して発表できるかという 課題をも含んでいる。 

( 暴露状況 ) キンメダイ事例では、 注意すべき摂食量を 報道していた。 しかし、 日本の現状として 

どの地域においてどの 程度の摂食者数や 頻度がこれまであ ったのかなどの 情報がなく、 混乱してい 

た 。 牛 せき 往 事例においては、 原材料として 使用されているため、 原材料別にその 使用している 企 

業数とその対応状況を 示していた。 

( 健康被害 ) キンメダイ事例では、 想定される健康被害は 乳児を対象とし、 具体的な表現がなかっ 

た。 そのため情報を 得た人がハザードであ る水銀から想定する 健康被害は水俣病の 症状となった。 

またそれを助長するものとしてテレビ 映像があ った。 食品は摂食期間が 長いものが多い。 そのため 

現時点での発症と、 将来における 発症予測と両面を 持つ。 そのため事例によっては 予測される発症 

までの期間を 示し、 重ねてその頻度を 示す必要があ る。 牛 せき往事例では、 BSE の発症頻度につ 

いて牛から ヒト への感染ではなくマウスへの 感染性を実験レベルにおいて 数値で示していた。 また 

最大の健康被害はリスクによる 死亡であ り、 死亡事例があ る場合には公表の 必要があ る。 また WH 

O と FAO による安全な 食品の定義のなかで「安全な 食品がリスクゼロであ ることは実現不可能で 

あ る」とされている。 また、 リスクゼロを 追求するための 情報伝達 ( 警告 ) ではないことから、 リ 

スクゼロはないことを 記載する必要があ る。 

( アウ 、 ンコ ン ) これまでの順に 情報を認識した 上で、 これまで行政がとった 対応策を示した 上で、 更な 

る 対処方法として、 個別に示す。 それは、 個人および企業という 立場からのものであ る。 キンメダ 

イ事例においては、 個人レベルでの 摂食 ( 行動 ) についての対処方法が 記載されていた。 牛 せき 往 

事例においては、 と畜場での対処方法や 企業での対処方法の 現状を報告しており、 あ えて個人レベ 

ル での対応の必要性がないことが 読み進めていくなかで 理解できた。 

2) 一 2 内容 : 表現 

表現については、 わかりやすさと 適切さの 2 つの側面から 捉え、 それぞれ 5 項目からなっている。 

( わかりやすさ ) 年齢層に関係なくできるだけ 多くの消費者が 理解できるよ う 、 表現、 用語の統一が 

必要であ る。 また、 情報 ( 警告 ) 発信が官庁であ ること、 また内容が専門的であ る場合も多いため、 

、 法令用語および 専門用語の使用には 十分に配慮をする 必要があ る。 より理解を深めるために 図を積 

極的に利用し、 数値で示すことも 必要であ る。 牛 せき往事例では 部位などに関して 図が多用されて 

おり、 専門用語だけではわかり 辛かったと思われる 回答がわかりやすくなっていた。 リスクコミュ 

ニケーションにおいて 情報の送り手と 受け手で表現の 好みが異なり、 受け手としては 数量表現で伝 

え受けるのを 好む傾向が報告されている。 牛 せき往事例では、 随所に数字によって 回答が示されて 

いた。 

( 適切さ )  キンメダイ事例においてそのタイトルと 内容との整合性が 不明確であ ると考えられた。 

また魚種を特定した「初めて」の 報道であ った。 「初めて」の 問題に対するメディアの 反応は敏感 

であ ることから、 初めての場合には 十分に配慮する 必要があ る。 また数行にわたる 文は読みづらく 

理解するのが 難しいため文の 長さに気をつけ ろ 必要があ る。 副詞、 形容詞の多用によりあ いまい，性 

が高まる。 数値で示すことと 関連しているが、 あ いまいな表現をできるだけ 避けることが 重要であ 

る 。 「等」もあ いまい性を含んでおり、 その使用方法に 配慮しなければならない。 牛 せき往事例で 

の通知立タイトル「伝達性海綿状脳症に 関する食品等の 安全性確保について」に、 「 等 」が使用さ 

れており、 対象食品が不明確になるとの 指摘があ った。 規制の場合に 使用する「等」と、 警告で使 

用する「等」ではその 意味が異なり、 警告で使用することは 不信や曲解、 誤解につながる 可能性が 

あ る。 
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リスコミチェ・ ソ クリスト 

地方自治体向け 其者向け 自民・マスメチ イブ 向け 

今回の尭 表のク イミングは途切か 

先表者は適任てあ るか 

拍 何の笹 理番 がいるか ( 間合せ先の明記 ) 

枯 Ⅰの出し方 資料 ( 奉 キ会出典 寅君 ． 穏ウ俺 ) が奉 付されている ；   

新しい 拍甜 の追加 甜 合体 筑は ついて キ かれている；   

作成および放打日が 記枕されているか 

収集された 拍 拉が出されているか 

椎に 向けた竹田かが 兄韻 されているか 

先表 の サマリーが品位されている ；   

今回の允 表 の目的が丘 墳 されているか 

斗入 先表 に 至る程Ⅰが 捉億 されているか 

キ阜 会の机蜻の内容に 曲して 祀接 されているか 

矩 杓の現れが記憶されているか 

現時点における 捺毎桂 の程度 

宙 Ⅲの内接 
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